
２．斜網地域における大規模畑地灌漑システムの探求

上田 正勝・工藤 郁二・高間 玉城・佐藤 正昭・居城勝四郎

濱田 幸博

斜網地域は，ばれいしょ・てんさい・小麦を主な輪作作物と

した大規模畑作地帯であるが，年間降水量８００mmの全国有数
の寡雨地帯であり，農業生産性の向上，高収益作物の導入，防

除・施肥・洗浄等の多目的用水の確保および散水労力節減等の

ため，大規模な畑地灌漑システムの導入が期待されていた。

大規模畑地灌漑システム導入に際しては，①散水の省力化，

②圧力と流量の安定供給，③供給過剰の抑制，④維持管理費の

公平負担，⑤建設コスト縮減，の課題を克服するため，仏国の

自動定圧定流量分水栓・自走式散水機等について検証を行い，

その有効性を確認してわが国で初めて導入を決定した。

本報では，わが国最大の１８千 haの畑地を対象とした大規
模畑地灌漑システムの探求について報告する。

（農土誌７４―１２，pp．９～１３，２００６）
国営畑地帯総合土地改良パイロット事業，北海道開発

局，畑地灌漑，自動定圧定流量分水栓，自走式散水機，

灌漑時間，コス縮減

４．斜網地域の大規模畑地整備とその評価

川口 清美・畔津 知朗・上田 正勝・古川 啓介

菊池 稔

斜網地域の大規模畑地整備は，国営畑地帯総合土地改良パイ

ロット事業（小清水・斜網西部・斜里地区）による一貫した計

画のもと，畑地灌漑施設の整備を基幹として，排水改良，農地

造成，区画整理および畑地灌漑の末端施設まで，２２千 haの畑
地を総合的かつ一体的に整備したもので，全国的にも類例を見

ない。

本報では，畑地灌漑を除く排水改良，農地造成，区画整理等

の実施状況，国営畑地帯総合土地改良パイロット事業の事業効

果，環境配慮対策等について報告する。

（農土誌７４―１２，pp．１９～２２，２００６）
国営畑地帯総合土地改良パイロット事業，北海道開発

局，排水改良，農地造成，区画整理，事業評価

３．斜網地域における大規模畑地灌漑システムの構築

上田 正勝・工藤 郁二・古川 啓介・大野 幸夫

国営畑地帯総合土地改良パイロット事業３地区（小清水・斜

網西部・斜里）では，仏国の自動定圧定流量分水栓と自走式散

水機等を導入し，斜網地域の１８千 haの畑地を対象に緑ダム・
清泉頭首工を共用の水源施設とし，自然圧式の１３の灌漑ブロッ

クからなるわが国最大の大規模畑地灌漑システムを構築した。

斜網地域の大規模畑地灌漑システムの構築に当たっては，自

然圧式の採用・灌漑ブロックの大型化・灌漑時間の延伸・配水

系用水路の統合を行うとともに，操作管理が簡単な横引きゲー

トや空気連行のない下降傾斜管水路等の新技術の導入によっ

て，建設費のコスト縮減，施設利用の効率化および維持管理の

省力化等を図った。

本報では，わが国最大の１８千 haの畑地を対象とした大規
模畑地灌漑システムの構築について報告する。

（農土誌７４―１２，pp．１５～１８，２００６）
国営畑地帯総合土地改良パイロット事業，北海道開発

局，畑地灌漑，緑ダム，横引きゲート，下降傾斜管水路，

管理体制

１．北海道の大規模畑地整備と斜網地域の概要

大澤 賢修・飯田 厚生・遠藤 輝男・大野 幸夫・横井 英治

窪田 正

北海道は，全国の４分の１を占める耕地（約１１７万 ha）を
生かし，土地利用型農業を中心とした高生産性農業の展開に

よって，農業産出額は１兆円超で全国の１２％，国産供給熱量

は全国の２割，食料自給率は２０１％で全国第１位という，わが

国最大の食料供給基地となっている。

食料生産の主力となる普通畑は全国の３分の１の４１万 ha
であるが，北海道開発局では，昭和４３年から，排水改良，畑

地灌漑，農地造成および区画整理等を総合的に行う国営畑地帯

総合土地改良パイロット事業によって１０地区約６２千 haの大
規模畑地整備を行ってきた。

この国営事業は，斜網地域で実施中の小清水・斜網西部・斜

里の３地区の平成１８年度完了をもって，その歴史を閉じる予

定であり，この節目に際して，大規模畑地整備の生い立ち，経

緯および斜網地域の概要を報告する。

（農土誌７４―１２，pp．３～７，２００６）
国営畑地帯総合土地改良パイロット事業，北海道開発局，

排水改良，畑地灌漑，農地造成，区画整理，斜網地域
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小特集 北海道の大規模畑地整備

特 集 の 趣 旨
北海道は，全国の４分の１（１１７万 ha（畑４１万 ha））の農地において，土地利用型農業を中心とした大規模で高生産性の農業の
展開によって，農業産出額は１兆円を超え，国産供給熱量の２割強を供給するという，わが国最大の食料供給基地となっています。

国営畑地帯総合土地改良パイロット事業（以下，「畑パ」という。）は，北海道の畑作地帯において，農業用用排水，農地開発お

よび区画整理を総合的かつ一体的に実施するために創設され，すでに鹿追地区（S４３～S５９）を始め７地区が完了し，実施中の３
地区の平成１８年度完了をもって，その歴史を閉じようとしています。この間に総パで，６２千 haの農地を対象に畑地灌漑４８千 ha，
区画整理１７千 haおよび農地造成６千 haを実施しました。
また，斜網地域で実施中の畑パ３地区（小清水・斜網西部・斜里）は，地域農業の生産性向上，農作業効率化および経営規模拡

大を図るため，新設の緑ダムを主な水源とし，仏国技術導入による１８５百 haに及ぶわが国最大の大規模畑地灌漑，殖民地区画に
準じた７６百 haの区画整理および１５百 haの農地造成を実施しており，地域の平均経営規模は３０haを超えるまでになっています。
畑パ制度の完了に当たり，北海道における畑パの歴史・役割や，斜網地域における畑パ３地区について，畑地灌漑の導入と管理，

その他農地整備等の実施と周辺環境への配慮などについて紹介するものです。



（報文）

源兵衛川での多様な主体の連携による環境保全向上活動

渡辺 豊博・松下 重雄・加藤 正之

静岡県三島市においては，「水の都・三島」を代表する農業

用水路の「源兵衛川」を対象とし，NPO法人グラウンドワー
ク三島が中核となって，多様な主体の連携のもと，都市住民や

NPO，行政，企業等を巻き込んでの環境保全向上活動が展開
されている。

この様な，多様な主体の連携による環境保全向上活動を持続

的に実施するためには，グラウンドワークのような仲介役の存

在と役割が重要となる。また，現場体験型の活動や環境教育，

企業連携，人材育成のプログラムなど，地域特性を踏まえた参

加のプログラムの企画と選択が必要となり，これらの相乗効果

により，多様な主体の連携が醸成されていく。なお，今後の発

展的な活動のためには，多様な資金源の確保と専門的知識をも

つ人材のネットワークが必要とされる。

（農土誌７４―１２，pp．２９～３２，２００６）
グラウンドワーク，パートナーシップ，住民参加，NPO，

農業水利施設，維持管理

（報文）

沖縄本島南部地区における地下ダムの役割と効果

名和 規夫・青木 進・中尾 仁

沖縄本島南部地区一帯は台地を形成しており，これら台地を

造る琉球石灰岩は，空隙に富み透水性が極めて大きく，台地上

に降った降雨の大部分は，浸透して地下水として海に流出する

ため，河川が皆無である。さらに台地上の畑地は，「島尻マー

ジ」と呼ばれる保水力の乏しい土壌と相まって，地域の農家は，

恒常的な干ばつに苦しめられ，不安定な営農を強いられてき

た。このため，糸満市および八重瀬町（旧具志頭村）の１，３５２

haの畑地を対象に，国営沖縄本島南部かんがい事業が，平成
４年度から１７年度に実施された。地下ダムによる水源開発の

過程を概観し，国営事業の実施内容，地下ダムからの用水供給

による営農変化，管理上の課題等について整理した。

（農土誌７４―１２，pp．３３～３６，２００６）
地下ダム，止水壁工，洪水排水，塩水管理対策，多様な

農業の展開，環境への負荷軽減

（報文）

三戸望郷大橋での長大スパンを考慮した橋梁形式の選定

波柴 淳弘・丸谷 有希・黒見 太

三戸望郷大橋は，点在する埋蔵文化財包蔵地を迂回し，青い

森鉄道（旧 JR東北本線），町道，一級河川馬淵川を同時に跨
ぐ橋長４００mで２００mの長大スパンを有する長大橋梁である。
総合評価による橋梁形式選定の結果，経済性に最も優れ，周

辺環境との違和感が無く，シンボル的機能を発揮するものと期

待される中央径間２００mの３径間エクストラドーズド PC橋を
選定した。

本橋は，これまで斜張橋が適用されてきた支間長においてエ

クストラドーズド PC橋が採用された一例である。今後は，複
合構造等の新しい技術と組合せの中で，本橋梁形式はさらに多

様化し，発展していくものと考える。

（農土誌７４―１２，pp．３７～４０，２００６）
農道橋，エクストラドーズド PC橋，橋梁形式選定，長

大スパン，ランドマーク

（技術レポート：東北支部）

岩堂沢ダム建設工事に係るヘイケボタル保全対策

菅野 敏仁

岩堂沢ダム建設工事においては，同工事により発生する建設

発生土を，経済性および有効活用の観点から，南原地区の圃場

整備工事における水田下の基礎材として利活用することとして

いる。この南原地区には，ヘイケボタルが生息しており，圃場

整備に伴いその生息環境が一時的に改変されることから，ヘイ

ケボタル保全対策として，一時避難場所の造成，ヘイケボタル

の人工飼育と放流およびモニタリング調査等を実施している。

ここでは，その内容および検証結果について紹介する。

（農土誌７４―１２，pp．４３～４４，２００６）
建設発生土，圃場整備，ヘイケボタル保全対策，人工飼

育，モニタリング調査

（報文）

給排水調節ユニットによる水田からの表面流出負荷の削減

金木 亮一・古川 政行・並河 治香・田中 正

給排水調節ユニットは給水および排水操作が１カ所ででき，

水管理の省力化に資するとともに，可動式の水位調節器により

表面流出水量・肥料流出量が削減されることから，環境保全効

果が期待されている。ここでは３年間に亘ってその効果を検証

した。ユニット区の表面流出水量は対照区より４４～５８mm減
少し，対照区の流出水量の６５～７８％にとどまった。対照区に

対する表面流出負荷の削減量は SSで１０～４６kgha―１（１０～２６％

減少），CODで２．５～１９kgha―１（１６～４０％減少），T―Nで０．７～
３．２kgha―１（１１～３５％減 少），T―Pで０．２～０．６kgha―１（２５～５５％

減少）に上った。

（農土誌７４―１２，pp．２３～２７，２００６）
給排水調節ユニット，水田，表面流出水量，表面流出負

荷，差引排水負荷

（技術レポート：北海道支部）

アンケート調査による地域資源マップの作成

石田 恭弘・伊藤 恒雄

「農村環境計画」は農村地域における環境との調和に配慮し

たマスタープランである。農村環境計画では，地域の魅力を住

民が認識しながら，地域づくりの基礎資料となるよう多くの情

報を資源として把握する必要がある。本報では，平成１７年度

に「農村環境計画」を策定した門別町における環境資源把握の

方法として実施したアンケート調査を事例として紹介する。「地

域資源マップ」は地域の環境特性を地図に示したものであり，

その作成には，既存資料の収集とともに“場所”と“その内容

の記述”を回答としたアンケート調査を実施し，情報を収集し

た。アンケート調査の留意点として質問項目とその内容を示す

とともに配布方法について紹介する。

（農土誌７４―１２，pp．４１～４２，２００６）
農村環境計画，地域資源マップ，アンケート，地域情報
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（技術レポート：関東支部）

水資源活用地域共生事業を利用した用水転用の実際

―山梨県笛吹川地区における農業用水から水道用水への

転用事例報告―

麻川 善行・井藤 元暢

山梨県笛吹川地区は，ぶどう，桃を主体とする果実地帯であ

り，畑灌用水は広瀬ダムによる開発用水を国営笛吹川農業水利

事業（以下「国営事業」という）および県営かんがい排水事業

等により整備した管水路利用で供給している。しかし，住宅地

化や社会経済情勢の変化に伴い農地面積が減少する一方，都市

用水は，取水量低下や水質悪化等により，今後の取水が不安定

な状況にある。そこで，農業用水を減量し，水道用水へ転用す

る取組みが行われた。本報は，「水資源活用地域共生事業」の

採択を受けて実施した用水転用の実際について整理したもので

ある。 （農土誌７４―１２，pp．４５～４６，２００６）
用水管理，計画手法，農業用水

（技術レポート：中国四国支部）

資源循環型社会に向けた汚泥肥料化施設の整備

松木 昭典

愛媛県今治市にある大三島は，温暖な気候に恵まれて県内で

も有数の柑橘生産団地を形成している。この大三島地区では，

既存のし尿処理およびゴミ焼却施設が老朽化して維持管理費の

増大等の問題が生じたため，処理方針の見直しを行うことと

なった。その結果，農業集落排水資源循環統合補助事業で島内

全域の汚泥および生ゴミを資源化し，農地に還元する汚泥肥料

化施設を整備することとした。ここでは，整備した施設の概要

について紹介する。 （農土誌７４―１２，pp．４９～５０，２００６）
資源循環型社会，汚泥肥料化施設，農業集落排水，農地

還元，汚泥

（技術レポート：京都支部）

One―Line 数値モデルを用いた農地海岸における養浜計画

出馬 佳典・道尾 崇

海岸環境整備事業等において養浜を整備すると，砂の移動や

流出が発生したりすることがある。このことから，養浜の計画

を綿密に策定する必要があるが，波浪による養浜への影響を完

全に把握することは難しく，また，適用できる確率波浪も決め

られているため，理想的な養浜計画を策定するのは難しい状況

である。本報で紹介する島勝地区では，気象庁から得た台風前

後の波浪データをもとに数値予測シミュレーションを行い，ま

た，現地において台風の前後で，海浜変形の観測をすることで

数値予測の検証も行い，砂の移動を最小限にとどめられるよう

に検討した。 （農土誌７４―１２，pp．４７～４９，２００６）
海岸環境整備事業，養浜計画，砂の移動，砂の流出，数

値予測シミュレーション

（技術レポート：九州支部）

伊江地下ダム（基底部層）における止水壁の施工プロセス

佐伯 和英・水谷 勝広・仲田 雅輝

伊江地下ダムの施工において，硬質玉石や硬質基盤により，

原位置攪拌工法で杭の高止まりが発生した。これに対応するた

め，先行削孔とノバルハンマーを試験的に施工したところ，硬

質玉石に対して効果が確認されたことから，先行削孔の施工を

基本とし，貫通できない場合はノバルハンマーを施工すること

とした。また，硬質基盤に対しては，先行削孔およびノバルハ

ンマーの効果が認められなかったため，グラウチングにより施

工することとした。

（農土誌７４―１２，pp．５１～５２，２００６）
地下ダム，施工，SMW工法，ノバルハンマー

（講座）

水土文化への誘い（その１０）

―水土文化の現場２：水土里ネットの２１世紀創造運動―

太田 勝也

サブテーマ「水土文化の現場」の第２回目は，土地改良区が

行っている２１世紀土地改良区創造運動を中心に紹介する。

創造運動は，土地改良区を取り巻く社会・経済環境が大きく

変化していく中で，地域社会での存在意義を自問自答し，地域

に問いかけていく運動である。

土地改良区という地域の水利資産の管理者が，組合員である

農家はもとより，地域の一般住民，自治会，子供会などの地域

社会とも連携して創造運動を展開しており，まさに水土文化を

担う当事者の活動という点で特徴的ではないかと考えられる。

このため，本報では，創造運動の趣旨・内容と取組みの状況

について，全国アンケート調査結果等をもとに概説するととも

に，水利資産を活用して活動をしている土地改良区の事例につ

いて述べる。

併せて，田園空間博物館の整備にかかる最近の状況にも触

れ，全国的に実践されている水土文化に関わる活動を紹介する。

（農土誌７４―１２，pp．５３～５８，２００６）
２１世紀土地改良区創造運動，水土里ネット，土地改良

区，水利資産，田園空間博物館


